
社会福祉法人の運営
評議員・役員（理事・監事）の選任について
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１ 社会福祉法人の経営組織

経営組織について、評議員会と理
事会の関係を、役員の選任から見
た場合、右図のようになります。

その役割については、次ページの
表のとおりです。
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１ 社会福祉法人の経営組織

評議員会

•理事会が招集する。

•法人の重要事項を決定…法人運営の
基本ルール・体制

•役員の選任・解任等を通じて、事後的
に法人運営を監督する。

•法律又は定款に定める評議員会の決
議事項以外の事項については、評議
員会に諮る必要はない。

理事会

•全ての業務執行の決定や理事の職
務執行の監督を行う。

•理事会の職務

• (ア)業務執行の決定

• (イ)理事の職務執行の監督

• (ウ)理事長の選定および解職



２ 役員等（評議員・理事・監事）と法人の関係

社会福祉法人と役員、評議員は民法の委任者・受任者の関係です。

従って民法に規定された善良なる管理者の義務（善管注意義務）などの法理が適用
されます。

社
会
福
祉
法
人

委任

善管注意
義務

評議員

理事

監事

法人運営に係る重要事項の議決機関
である評議員会を構成

業務執行の決定、理事長等の職務の
監視を担う理事会を構成
理事長は法人を代表し、業務を執行

理事の職務執行を監査



２ 役員等（評議員・理事・監事）と法人の関係

民法第644条 –受任者の善管注意義務

受任者は、委任の本旨に従い、善良な管理者の注意をもって、委任事務を
処理する義務を負う。

条文の趣旨と解説

委任契約が当事者間の信頼を基礎とする契約であることに鑑み、報酬の
有無を問わず、受任者が善良なる管理者の注意をもって委任事務を処理す
べきことを定めます。



３ 役員等の要件

役員等は、次の識見を有することが必要です。

評議員

【全員】

•社会福祉法人の適正な運営
に必要な識見を有する者

理事

【各１名以上】

•社会福祉事業の経営に関す
る識見を有する者

•当該社会福祉法人が行う事
業の区域における福祉に関
する実情に通じている者

•施設の管理者

監事

【各１名以上】

•社会福祉事業の経営に関す
る識見を有する者

•当該社会福祉法人が行う事
業の区域における福祉に関
する実情に通じている者

•参考資料識見の具体例(121KB)

https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/19/houjinsankou_sikiken.pdf


３ 役員等の要件

・議事の中で識見を明らかにする。

・識見を明らかにした名簿を添付する。

などの方法により、必要な識見を有する方を選任してい
ることが分かるようにしてください。

•参考資料役員等候補者名簿例（縦書き）評議員(17KB)
•参考資料役員等候補者名簿例（縦書き）役員（理事・監事）(20KB)
•参考資料役員等候補者名簿例（横書き）役員等（評議員・理事・監事）(18KB)

https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/19/houjinsankou_meibo_word_hyougiin.docx
https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/19/houjinsankou_meibo_word_yakuin.docx
https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/19/houjinsankou_meibo_excel.xlsx


４ 役員等の欠格事項

評議員・理事・監事に共通する欠格事項は次のとおりです。

法第４０条第１項各号の欠格事項に該当しないことの確認

①法人ではない。

②精神の機能の障害により職務を適正に執行するに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に
行うことができない者に該当しない。

③社会福祉法、生活保護法、児童福祉法、老人福祉法、身体障害者福祉法の規定に違反して刑に処せら
れ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者に該当しない。

④③のほか、禁錮以上の刑に処せられ、その執行を終わり、又は執行を受けることがなくなるまでの者に
該当しない。

⑤所轄庁の解散命令により解散を命ぜられた法人の解散当時の役員に該当しない。

⑥暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者に該当しない。



４ 役員等の欠格事項

評議員・監事の欠格事項（兼職関係）は次のとおりです。

評議員

法第４０条第２項の兼職関係に当
たらないことの確認

•当法人の理事・監事ではない。

•当法人の職員ではない。

監事

法第４４条第２項の兼職関係に当
たらないことの確認

•当法人の理事ではない。

•法人の職員ではない。



４ 役員等の欠格事項

評議員の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

評議員の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

評議員の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

理事の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

理事の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

監事の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

監事の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

監事の欠格事項（特殊関係）は次のとおりです。



４ 役員等の欠格事項

参考

•参考資料評議員欠格事項チェックシート(95KB)

•参考資料理事欠格事項チェックシート(93KB)

•参考資料監事欠格事項チェックシート(96KB)

•参考資料役員等欠格事項（租税特別措置法第40 条特例の適用法人）(55KB)

https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/49/houjinsankou_kekkakuhyougiin.pdf
https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/49/houjinsankou_kekkakuriji.pdf
https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/49/houjinsankou_kekkakukanji.pdf
https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/19/houjinsankou_sozeitokubetu.pdf


５ 役員等選任の流れ

理事・監事の選任

評議員会

現監事現理事

理事会

新理事長

選任

選定

新理事

理事会

出席

監事
候補者

・役員候補者の推せん
・評議員会開催の決議

新監事

理事
候補者

同意

出席

新理事

新監事
決議



５ 役員等選任の流れ

評議員の選任

評議員選任・解任委員会

新理事長

選任

選定

新理事

理事会

新監事

出席

評議員の改選も行う場合は、
理事長互選の理事会において、
次の決議を行う。

・評議員選任・解任委員
の選任
・評議員候補者の推せん

・評議員選任・解任委員
会の招集

新評議員



６ 就任承諾書、申立書の様式例

参考資料
•役員等就任承諾書（様式例）(23KB)

•役員等委嘱状（様式例）(24KB)

•役員等申立書（様式例・編集済）(19KB)

その他、参考資料を掲載しています。

法人運営参考資料等／藤岡市 (city.fujioka.gunma.jp)

https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/19/houjin_syuuninshoudaku.docx
https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/19/houjin_ishokujou.docx
https://www.city.fujioka.gunma.jp/material/files/group/49/houjin_mousitatesho.docx
https://www.city.fujioka.gunma.jp/kenko/shakaifukushihojin/2/4062.html


７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

理事



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

理事

①理事長の職務及び権限等

•理事長は、理事会の決定に基づき（法第45条の13第2項第1号）、

法人の内部的・対外的な業務執行権限を有する（法第45条の16第2項第1号）。

対外的な業務執行をするため、法人の代表権を有する（法第45条の17第1項）。

•理事長は、3か月に1回以上（定款で、毎会計年度に4ヶ月を超える間隔で2回
以上とすることが可能）、

自己の職務の執行の状況を理事会に報告しなければならない（法第46条の
16第3項）。※業務執行理事も同様



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

理事

②業務執行理事の職務及び権限等

• 理事長以外にも社会福祉法人の業務を執行する理事として業務執行理事を理事会で選定す
ることができる（法第45条の16第2項）。

業務執行理事は、理事長と違い代表権はないため、対外的な業務を執行する権限はない（法
第45条の17第2項）。

③①及び②以外の理事の職務及び権限等

• 理事長及び業務執行理事以外の理事は、理事会における議決権の行使等を通じ、法人の業
務執行の意思決定に参画するとともに（法第45条の13第2項第1号）、

理事長や他の理事の職務の執行を監督（同項第2号及び第3号）する役割を担うこととなる。



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

理事

【理事の義務（主なもの）】

• 善管注意義務、忠実義務

• 利益相反取引の制限

• 評議員会における説明義務

• 監事に対する報告義務（法人に著
しい損害を及ぼすおそれのある事
実があることを発見したとき）

【理事の責任（主なもの）】

• 法人に対する損害賠償責任

• 第三者に対する損害賠償責任

• 特別背任罪、贈収賄罪



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

監事

理事の職務の執行を監査するために、監事には各種の権限が付
与され、また義務が課されます。

監事が複数いる場合でも、その権限は各監事が独立して行使で
き、義務は各監事がそれぞれ負います。



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

監事



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

監事

【監事の権限（主なもの）】

•理事の職務執行の監査、監査報告の
作成

•計算書類等の監査

•事業の報告要求（理事、職員に対し）、
業務・財産の状況調査

•理事会の招集請求

•理事の行為の差止め請求（法人に著
しい損害が生ずるおそれがあるとき）

【監事の義務（主なもの）】

•善管注意義務（→理事と同じ）

•理事会への出席義務

•理事会への報告義務 （理事の不正行
為又はそのおそれ、法令・定款違反、
著しく不当な事実があるとき）

•評議員会の議案等の調査・報告義務
（報告義務については法令・定款違反
又は著しく不当な事項がある場合）

•評議員会における説明義務 （→理事
と同じ）

【監事の責任】

•損害賠償責任、
刑事罰等、いず
れも理事と同じ。



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

評議員



７ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の職務～

評議員

【評議員の権限（主なもの）】

• 評議員会の理事に対する招集請求
（理事が遅滞なく招集手続を行わない
等の場合は、所轄庁の許可を得て自
ら招集できる。）

• 議題提案権（議題提案権の行使は、
評議員会の４週間前まで）

• 議案提案権（評議員会の場で、議題
の範囲内で議案の提案が可能）

【評議員の義務】

• 善管注意義務

【評議員の責任】

• 損害賠償責任、
特別背任罪等



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

役員等の損害賠償請求（法人に対する損害賠償責任）

➢評議員、役員、会計監査人は、その任務を怠ったとき（法人に対する善管注

意義務違反）は、社会福祉法人に対し、これによって生じた損害を賠償する

責任を負います。 （法４５の２０①）

➢理事はこれに加え、忠実義務、競業取引、自己取引及び利益相反取引の制

限規定に違反し、社会福祉法人に損害を与えた場合も、その損害を賠償する

責任を負います。



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

役員等の損害賠償請求（第三者に対する損害賠償責任）

➢評議員、役員、会計監査人は職務執行に際し悪意又は重過失があった場合、これ

によって第三者に生じた損害を賠償する責任があります。

➢次の者が下記の行為をするときも同様の責任を負います。ただし、その者が当該

行為を行うにつき注意を怠らなかったことを証明したときはこの限りではありません。

（理事）

①計算書類、事業報告、これらの付属明細
書の重要な記載・記録事項についての虚偽
記載・記録 ②虚偽の登記 ③虚偽の公告

（監事）

• 監査報告の重要な記
載・記録事項についての
虚偽記載・記録

（会計監査人）

• 会計監査報告の重要
な記載・記録事項につい
ての虚偽記載・記録



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

役員等の損害賠償請求（連帯責任）

➢社会福祉法人又は第三者に生じた損害を賠償する責任を負う役員等又

は評議員は、他の役員等又は評議員も当該損害賠償責任を負うときは、

これらの者は連帯債務者となります。（連帯責任（法４５の２２））



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

役員等の損害賠償責任の免除

（１）免除（法４５の２０④、一般法人法１１２）

• 総評議員の同意がなければ役員等および評議員について、損害賠償責任の免除はで
きない。



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

役員等の損害賠償責任の免除

（２）評議員会決議による一部免除（法４５の２０④、一般法人法１１３）

• 役員等の職務執行に際し善意でかつ重大な過失がない場合、当該役員等が職務執行の
対価として受けるべき財産上の利益の１年当たりの額に、下記の数を乗じた額（最低責任
限度額）を超える額について、評議員会の特別決議（議決に加われる評議員の３分の２）に
より免除することができる。

①理事長・・・６ ②業務執行理事・・・４ ③理事、監事、会計監査人・・・２

• 一部免除の議案を提出する場合、責任の原因となった事実その他の詳細を評議員会に開
示すること、監事全員の同意を得ることが必要である。

• 決議後における退職慰労金等の支給について評議員会の承認を得ることが必要である。



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

役員等の損害賠償責任の免除

（３）定款の規定に基づく理事会決議による一部免除（法４５の２０④、一般法人法１１４）

• 役員等の職務執行に際し善意でかつ重大な過失がない場合、事実の内容その他の
状況を勘案し特に必要と認めるときは、評議員会の免除額（最低責任限度額を超える
額）を限度として、理事会の決議によって免除することができる旨を定款で規定するこ
とができる。

• この旨を定款で定める議案を評議員会に提出する場合、または定款の定めにより責
任の一部免除の議案を理事会に提出する場合は監事の同意が必要。

• 役員等の責任の一部免除決議があった場合、評議員に対し異議があれば申し立てる
よう通知し、総評議員の１０分の１以上の異議があれば、免除してはならない。



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

役員等の損害賠償責任の免除

（４）責任限定契約による一部免除（法４５の２０④、一般法人法１１５）

•理事（理事長、業務執行理事、業務を執行した理事、使用人兼務でない理事）、監事および会計監査
人（非業務執行理事等）が、その職務を行うにつき善意でかつ重大な過失がないときは、その損害賠
償責任について、定款であらかじめ定めた額と最低責任限度額とのいずれか高い額を限度とする旨
の契約（責任限定契約）を非業務執行理事等と締結することができる旨を定款で定めることができる。

•理事と責任限定契約を結ぶことのできるとする定款の変更の議案を評議員会に提出するときは、監
事の同意を得なければならない。

•非業務執行理事等の任務懈怠により法人が損害を受けたことを知った場合、その後最初の評議員会
において、責任の原因となった事実、その他の詳細を開示すること。

•責任限定契約により賠償責任額の一部を免除された非業務執行理事等にその後退職慰労金等を支
給する場合は評議員会の承認を得なければならない。



８ 役員等に説明しておくべきこと～役員等の責任～

債権者 債務者
損害賠償責任の対象

となる行為
免除できる場合

法人 ・理事
・監事
・評議員
・会計監査人

・任務懈怠
・理事の場合は、
次は任務怠慢と推定される
①自己取引、
利益相反取引をした理事
②当該取引を決定した理事
③理事会で賛成した理事
等

１．免除
総評議員同意

２．一部免除（評議員を除く）
善意・無重大過失の場合に限る
①評議員会決議による一部免除
②理事会決議による一部免除 （要定款規定）
③非業務執行理事、監事、会計監査人について
責任限定契約（要定款規定）

第三者 ・理事
・監事
・評議員
・会計監査人

職務を行うについて
悪意または重大過失
があった場合
等

なし
(役員損害賠償責任保険の対象となり得る。)



問合せ 藤岡市元気長寿課指導監査係
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